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総事業費

実績 実績

実績 実績

千円

事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 464 健康相談事業（負担金）
会計 01 一般会計

款 04 衛生費

基本施策 01 10万市民の健康を維持する
項 01 保健衛生費

目 01 保健衛生総務費

施　策 2 ライフスタイルに応じた保健予防対策の推進
細目 102 保健事業

細々目 03 健康相談(負担金分）

基 本 計 画 該 当 頁 60
担当部課

コード 753000 評価者
氏　名

奥田　充法 連絡先
52 - 3228

行革大綱の重点事項番号 7 名称 青山支所　健康福祉課 (内線)

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

40歳以上の市民
心身の健康に関する相談について指導、助言を行うことで、自らの適切な健康管理を促す。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 年度 関連事業

終了

本
年
度
事
業
内
容

老人保健法年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

・出前講座開催時などに血圧測定・尿検査・健康に関する相談の実施。
・電話による相談

状
況
変
化
等

老人保健法に基づき実施されてきたが、平成18年度から65歳以上は介護保険法による介護予防
事業に移行し、対象が40歳から64歳までとなった。平成20年度からは、老人保健法の改正によ
り、健康増進法に基づいた事業として実施することになる。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

相談回数 回

H17 H18 H19

5

H20

5
3 規模・構造 目標 ― 目標 10

相談者数 人

実績 22 実績 5

20 20
目標 ― 目標 100

運営体制 実績 230 実績 14
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

相談延べ人数 健康に関し不安のある方が相談を受けることができたと判断 人

H17 H18 H19

100

H20

100
目標 　　　　― 目標 100
実績 230 実績 80
目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

健康相談を通じて、知識の普及・疾病の早期発見に努め、生活習慣病の予防に向け保健指導を行い、肥満・高血圧・メタボリックシンドロームを予防に必要な事業である。

有効性 3 「健康は自分でつくるもの」という思想の普及に重点を置き生活習慣病の予防や健康増進についての知識の普及啓発や推進を図り、生涯を通じた健康施策の推進する。

達成度 3 関係機関との連携から、相談員が各家庭や施設に出向き相談を受ける等相談者の利便性や身近や場所での相談を実施している。又、各種イベントでの開催も主催者と調整し開催機
会を増やしている。

効率性 3 他イベントで健康相談コーナー設置や相談時の資料等についてコストダウンに向けて内容やレイアウトについて検討する。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

Ａ 現状維持 健康教育などの事業や介護予防事業、特定保健指導事業等の事業と連携して事業を実施継続していく必要がある。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

需用費 129 需用費 100 報償費 10 報償費 10
需用費 165 需用費 170

工事

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 129 事業費計(A) 　 Σ 100 事業費計(A) 　 Σ 175 事業費計(A) 　 Σ 180

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760 人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 5,889 5,860 5,935 5,940

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 129 100 175 180

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金 38 33 58 60
県 支 出 金 48 33 58 60
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 43 35 59 60
計 129 100 175 180

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

老人保健事業国1/3・県1/3・市1/3
(国・県支出金金額相違は本庁の按分
による)

老人保健事業国1/3・県1/3・市1/3 老人保健事業国1/3・県1/3・市1/3 健康増進事業　国1/3・県1/3・市1/3

民間委託等指定管理直営
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